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利用者の年齢階級別インターネット利用率

○ 高齢者のインターネット利用率が上昇

資料：総務省「通信利用動向調査」
（注）無回答を除く

インターネットの利用機器
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＜先進技術の活用による生活基盤の向上＞



○ＡＩ、ＩoＴ、ロボット等の先進技術を活用し、幅広い分野での革新的な製品・サービスの
創出が見込まれる

○製品・サービスの中には、高齢社会における暮らしの質の向上につながるものも多数
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＜先進技術の活用による生活基盤の向上＞

資料：経済産業省 産業構造審議会新産業構造部会
「新産業構造ビジョン」（平成29年5月）



○ 先進技術の活用による高齢者の暮らしの質の向上の例

○安全運転サポート車

平成28年度厚生労働白書より

○ロボット技術の介護利用

経済産業省、厚生労働省公表資料より

○ＩＴを用いた見守り

位置情報通知サービスを用いて、家族が高齢者の居場所を確認

産業技術総合研究所ＨＰより

○ロボット・セラピーによる認知症予防

ロボットとの触れ合いによる脳機能の改善

ロボット技術を活用することで、要介護者の自立支援促進
と介護従事者の負担軽減

先進安全技術を活用して運転者の安全運転を支援する自動車の開発

「『安全運転サポート車』の普及啓発に関する関係省庁副大臣等会議」資料より
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＜先進技術の活用による生活基盤の向上＞



○ 平均寿命と健康寿命の差（全国）は、男性9.17年、女性12.73年である
○ 富山県・石川県・宮崎県は、男女とも平均寿命が長く、かつ、平均寿命と健康寿命の差

が短い
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＜健康・介護・医療：平均寿命と健康寿命＞

都道府県別 平均寿命と健康寿命の差

資料：厚生労働省「平成22年都道府県別生命表」、厚生労働省科学研究費補助金「健康寿命の指標化に関する研究（健康日本２１（第二次）の健康寿命の検討）」
（注１）平均寿命、健康寿命ともに平成22年の数値を用いて、平均寿命と健康寿命の差を算出 （注２）健康寿命とは「日常生活に制限のない期間の平均」



○ 介護施設等の定員数は増加傾向
○ 特に有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅の定員数が増加
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介護施設等の定員数（病床数）の推移

資料：内閣府
「平成29年版
高齢社会白書」

＜健康・介護・医療：介護施設等＞



○ 都道府県別にみると、65歳以上人口に対する介護施設等の整備率は、都市部８都府県
（東京、神奈川、埼玉、千葉、愛知、大阪、京都、兵庫）を中心に全国平均を下回っている
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都道府県別 ６５歳以上人口に対する介護施設等の整備率

資料：内閣官房「第１回一億総活躍国民会議」（平成27年10月）

＜健康・介護・医療：介護施設等＞



○ 世帯構造別にみた「主な介護者」は、単独世帯では「事業者」、三世代世帯では「子」や
「子の配偶者」、夫婦のみの世帯では「配偶者」が多い
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＜健康・介護・医療：主な介護者＞

世帯構造別にみた「主な介護者」の続柄



○ 家族の介護・看護を理由とする離職・転職者数（就業者）は、50代と60代前半が多い
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＜健康・介護・医療：介護離職者＞

年齢別家族の介護・看護を理由とする離職・転職者数（就業者）

資料：内閣官房「第１回一億総活躍国民会議」（平成27年10月）



○ 介護分野の有効求人倍率は全体に比べ高い水準にある
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＜健康・介護・医療：介護人材＞

有効求人倍率（介護分野）と完全失業率



【出典】厚生労働省「平成２８年賃金構造基本統計調査」に基づき老健局老人保健課において作成。

注１）一般労働者とは、「短時間労働者」以外の者をいう。

　　　 短時間労働者とは、１日の所定労働時間が一般の労働者よりも短い者、又は１日の所定労働時間が一般の労働者と同じでも１週の所定労働日数が一般の労働者よりも少ない者をいう。

注２）「賞与込み給与」は、「きまって支給する現金給与額（労働協約、就業規則等によってあらかじめ定められている支給条件、算定方法によって支給される現金給与額）」に、

「年間賞与その他特別給与額（前年1年間（原則として1月から12月までの1年間）における賞与、期末手当等特別給与額（いわゆるボーナス））」の1/12を加えて算出した額

注３）「福祉施設介護員」は、児童福祉施設、身体障害者福祉施設、老人福祉施設その他の福祉施設において、入所者の身近な存在として、日常生活の身の回りの世話や介助・介護の仕事に従事する者をいう。

注４）産業別賃金は「100人以上規模企業における役職者」を除いて算出。なお、職種別賃金には役職者は含まれていない。

○ 介護職員は、他の産業に比べ、勤続年数は短く、賞与込み給与も低い

11

介護職員の賞与込み給与等の状況（一般労働者、男女計）

＜健康・介護・医療：介護人材＞

平均年齢 勤続年数 賞与込給与
（歳） （年） （千円）

産業別 産業計 41.4 10.4 363.0
対人サービス業

【（Ａ）と（Ｂ）の加重平均】
40.0 7.9 272.4

宿泊業、飲食サービス業（Ａ） 40.7 7.5 265.7
生活関連サービス業、娯楽業（Ｂ） 39.2 8.2 279.8

職種別 医師 41.8 5.7 1033.4
看護師 39.0 8.0 400.7

准看護師 47.8 8.0 335.8
理学療法士、作業療法士 31.8 5.3 339.1

介護支援専門員（ケアマネージャー） 47.7 8.6 313.3
介護職員

【（Ｃ）と（Ｄ）の加重平均】
41.1 6.3 267.3

ホームヘルパー（Ｃ） 46.6 6.3 254.1
福祉施設介護員（Ｄ） 40.5 6.3 268.7

資料：厚生労働省資料



○ 介護人材の処遇については、介護報酬改定等を中心に改善への取組が行われてきた

12

介護人材の処遇改善についての取組

＜健康・介護・医療：介護人材＞

資料：厚生労働省「社会保障審議会介護給付分科会参考資料１」（平成28年11月）



○ 介護人材の処遇については、平成29年度から、さらに月額平均１万円相当の改善を実施

今後の介護人材の処遇改善について

＜健康・介護・医療：介護人材＞

資料：厚生労働省「社会保障審議会介護給付分科会参考資料１」（平成28年11月） 13
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【平成20～27年度までの累計】

産業競争力の強化に関する実行計画（2015年版）（抜粋） （平成27年２月10日閣議決定）

（２）雇用制度改革・人材力の強化
施策項目：外国人技能実習制度の抜本的な見直し
施策の内容及び実施期限

・介護の対象職種追加に向け、質の担保など、介護サービスの特性に基づく要請に対応できるよう具体的な制度設計
を進め、技能実習制度の見直しの詳細が確定した段階で、介護サービスの特性に基づく要請に対応できることを
確認の上、新たな技能実習制度の施行（※）と同時に対象職種への追加を行う。

※技能実習法（「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律」（平成28年法律第89号））の施行日は平成29年11月１日

○ 経済連携協定（ＥＰＡ）に基づく介護福祉士候補者の累計受入れ人数は2,000人超
（※）全国の介護職員数は183.1万人、うち介護福祉士数78.3万人（平成27年）

○ また、技能実習法の施行（平成29年11月１日）と同時に、外国人技能実習制度への
介護職種の追加を行うため、現在、具体的な制度設計が進められている
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＜健康・介護・医療：介護の外国人人材＞

経済連携協定（ＥＰＡ）に基づく介護福祉士候補者の受入れ人数等の推移

資料：厚生労働省「第１０回外国人介護人材受入れの在り方に関する検討会資料」（平成28年2月26日）

外国人技能実習制度への介護職種の追加について



○ 「延命のみを目的とした医療は行わず、自然にまかせてほしい」と回答する65歳以上は
91.1％

○ 人生の最終段階における医療について、家族と「全く話し合ったことがない」と答えた
人は55.9％
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延命治療に対する考え方

91.1

55.9%

＜健康・介護・医療：人生の最終段階の過ごし方＞

資料：厚生労働省「平成28年版厚生労働白書」

人生の最終段階における医療に
ついての家族との話し合い

資料：内閣府「平成29年版高齢社会白書」



○ 都市規模が大きいほど65歳以上人口の伸びが大きい見込み
○ 一方で、「人口５万人未満の都市」では、2020（平成32）年をピークに減少していく見込み
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＜地域：都市規模別の高齢者人口の推移＞

資料：厚生労働省「平成28年版厚生労働白書」

都市規模別に見た６５歳以上人口指数（２０１０年＝１００）の推移



○ 65歳以上の一人暮らしの者の増加は男女とも顕著であり、今後も増加する見込み
○ 一人暮らしの者の高齢者人口（65歳以上人口）に占める割合も増加が続く見込み
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＜地域：高齢者の世帯＞

６５歳以上の一人暮らしの高齢者の動向

資料：内閣府「平成29年版高齢社会白書」



○ 未婚率は、70代以上を含めた全年代で男女ともに上昇見込み
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＜地域：未婚率＞

性別・年齢階層別の未婚率の将来推計

資料：国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集2017」 「日本の世帯数の将来推計（全国推計2013年1月推計）」
（注） 2015 年は国勢調査に基づく実績値、2030 年は2010 年の国勢調査を基に推計を行ったもの。



○ 大都市ほど、高齢者の近所の人たちとの交流が少ない傾向が見られる
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＜地域：交流機会＞

都市規模別にみた高齢者の近所の人たちとの交流

資料：厚生労働省「平成28年版厚生労働白書」



○ 60歳以上で「自治会、町内会などの自治組織の活動」を実施している者は18.9％
○ 性別・年齢別にみると、男性の65～74歳が28.2％と最も高い
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＜地域：地域コミュニティー＞

性別・年齢別にみた「自治会、町内会などの自治組織の活動」と回答した者の割合

社会的活動（貢献活動）の実施状況

資料：内閣府「高齢者の経済・生活閑居に関する調査」（平成28年）
（注１）対象者は、全国の60歳以上の男女

18.9



○ 買い物に行くときの主な手段は、大都市では「徒歩」、それ以外では「自分で自動車等を
運転」が一番多い

○ 性別・年齢別にみると、75歳以上女性で「徒歩」が多い
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＜地域：移動手段＞

資料：内閣府「平成29年版高齢社会白書」
（注１）調査対象は、全国60歳以上の男女
（注２）都市規模区分は、大都市が東京都23区・

政令指定都市、中都市が人口10万人以上の市、
小都市は人口10万人未満の市、
町村は郡部（町村）

（注３）買い物に行くときの主な手段の回答条件は、
日常の買い物の仕方で「自分でお店に買いに
行く」と回答した者

買い物に行くときの主な手段（都市規模別）

50.1

買い物に行くときの主な手段（性別・年齢別）

57.7
68.1 67.1

52.2
66.265.4

72.879.7

51.3



○ 政府では、高齢運転者による交通事故防止に向けて、とりまとめを行ったところ
○ 高齢者の移動手段の確保や「安全運転サポート車」の普及啓発を図ることになっている
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＜地域：移動手段＞

資料：中央交通安全対策会議交通対策本部資料（平成29年6月）



○ 高齢者のいる主世帯の８割以上が持ち家に居住している
○ 高齢者単身主世帯の持ち家の割合は65.6％と、高齢者のいる主世帯の中では低い
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＜地域：住宅＞

住宅の状況

資料：内閣府「平成29年版高齢社会白書」

82.7%

65.6%



○ 老後は誰とどのように暮らすのがよいかと聞いたところ、子ども（夫婦）と同居又は
近居の回答の合計は、いずれの世代でも半数を超える

○ 同居・近居の内訳をみると、70歳以上では同居が近居より高いが、他の世代では
近居の方が高い
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＜地域：住宅＞

老後は誰とどのように暮らすのがよいか


